
実績申告書作成要領
１　委託名称：大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務
２　業務概要等

電子入札公告のとおり。
３　実績申告書の作成及び提出について

（1） 本業務への入札は、電子入札公告に定める評価基準点以上となる者が参加できるものとする。

なお、実績申告書については、共通入札説明書「11(３)実績申告書の審査」に定める審査を行うものとし、審査の結果、入札参加資格を有しないことが明らかとなった者の提出された入札書は、無効とする。

（2） 実績申告書の作成及び提出に要する費用は、入札参加者の負担とする。

（3） 実績申告書は、入札参加者が自ら作成すること。これに違反する事実が判明した場合は、共通入札説明書に定めるところにより、当該実績申告書及び提出された入札書は無効とする。

（4） 入札参加者が提出する資料は以下のとおりとし、共通入札説明書に定めるシステムにより提出すること。
1 自己採点表（様式８）
（5） 共通入札説明書に定める事後審査の対象者（以下「落札候補者」という。）が提出する資料は以下のとおり。

① 実績申告書（表紙）（様式１）
② 工事監理実績調書（様式２）
③ 監理体制調書（様式３）
④ 建築工事監理業務成績評定点調書（様式４）
⑤ 表彰等受賞実績調書（様式５）
⑥主任監督員等の建築工事監理実績調書（様式６）
⑦障がい者（障害者）雇用状況報告書（様式７）
⑧自己採点表（様式８）
（6） 　落札候補者が提出する実績申告書の表紙には、入札参加者の「所在地・商号又は名称・代表者名」を記入すること。これらについて記入漏れがある場合は、共通入札説明書に定めるところにより、当該実績申告書を無効とし、提出された入札書は無効とする。
（7） 実績申告書提出後の当該資料内容の変更は、原則認めないものとする。

（8） 実績申告書は、別紙の様式により作成し、右肩にページ数を記載すること。
（9） 実績申告書の提出日、提出方法、質問及び回答は、共通入札説明書及び電子入札公告による。

４　実績申告書について
　（１）実績申告書の作成にあたっては、実績申告書作成要領を熟読した上で作成すること。
　（２）実績申告書の審査の内容については、「６　実績申告書にかかる評価基準」に定める。
５　実績申告書で求める内容等 
（１）実績申告書の作成にあたっては、当該作成要領（電子入札公告等）で求められた期日を基点として記入すること。なお、特に記載が無い場合は本件参加資格確認申請書の提出日の１ヶ月前とする。
（２）実績申告書で求める記載すべき事項等は、以下のとおりである。
　　（別表－1）実績申告書で求める内容
	評価項目
	内容
	配点

	①企業の技術力
	ア、イのうち、いずれかを選択して申告
	ア）
事務所の建築工事監理業務成績に対する評価

（様式４－１）
	令和３年４月１日から令和８年９月８日までに、工事監理業務が完了した大阪府における建築工事監理業務成績評定点について記載すること。
事務所の建築工事監理業務成績評定点が複数ある場合は、平均値とする。

ただし、令和６年10月８日から令和８年10月８日までに通知を受けた建築工事監理業務成績評定点が65点未満の実績がある場合は、その建築工事監理業務の成績評定点を評価の対象とする。
（別表―２）
	６点

	
	
	イ）
優良表彰受賞実績に対する評価
（様式５－１）
	住宅建築局が発注する「建築工事監理業務」で令和６年度若しくは令和７年度に受賞した都市整備部長表彰又は事務所長等表彰における受注者としての受賞実績について記載すること。（注１）
（別表―３）
	

	②主任監督員等の技術力
	ア）
主任監督員等の一級建築士資格等取得後の年数に対する評価

（様式３－１）
	主任監督員の保有する一級建築士資格の取得後の年数について記載すること。ただし、監督員が現場に常駐し工事監理を行う場合は、その監督員の保有資格についても記載すること。
　なお、主任監督員予定者及び常駐監督員予定者を複数とする場合、全員の保有資格についても記載すること。この場合、すべての主任監督員予定者及び常駐監督員予定者を評価し、加算点合計が最も小さいものを加算の対象とする。

（別表―４，５）
	４点

	
	イ）
主任監督員等の建築工事監理業務成績に対する評価

（様式４－２、３）
	令和３年４月１日から令和８年９月８日（注２）までに、主任監督員として建築工事監理業務が完了した大阪府における建築工事監理業務成績評定点について記載すること。ただし、監督員が現場に常駐し工事監理を行う場合は、その監督員の建築工事監理業務成績評定点についても記載すること。
参加表明した主任監督員及び監督員が担当した建築工事監理業務の成績評定点とする。また、建築工事監理業務成績評定点が複数ある場合は、平均値とする。

ただし、令和６年10月８日  から令和８年10月８日までに通知を受けた建築工事監理業務成績評定点が65点未満の実績がある場合は、その建築工事監理業務の成績評定点を評価の対象とする。

なお、主任監督員予定者及び常駐監督員予定者を複数とする場合、全員の建築工事監理業務成績評定点についても記載すること。この場合、すべての主任監督員予定者及び常駐監督員予定者を評価し、評価点合計が最も小さいものを評価の対象とする。

（別表―６）
	20点


	
	❶、❷のうち、いずれかを選択して申告
	ウ）－❶
主任監督員等の建築工事監理業務実績（２件）による評価
（様式６）
	平成28年４月１日から入札書の提出期間の初日まで（注２）に、建築工事監理業務が完了又は完了する主任監督員の評価対象とする監理業務について記載すること。ただし、監督員が現場に常駐し工事監理を行う場合は、その監督員の評価対象とする監理業務実績を記載すること。

なお、主任監督員予定者及び常駐監督員予定者を複数とする場合、すべての主任監督員予定者及び常駐監督員予定者を評価し、評価点合計が最も小さいものを評価の対象とする。
（＊補助監督員として行った実績ではない。ただし、補助監督員として単独で現場常駐工事監理を行った実績は評価の対象とする。）

（別表―７～11）
	20点

	
	
	ウ）－❷
主任監督員等の建築工事監理業務実績（１件）及び優良表彰受賞実績による評価
（様式５－２）
（様式６）
	≪主任監督員等の建築工事監理業務実績に対する評価≫
ウ）－❶の条件を満たす実績を記載すること。
≪優良表彰受賞実績に対する評価≫

住宅建築局が発注する「建築工事監理業務」で主任監督員が令和６年度若しくは令和７年度に受賞した都市整備部長表彰又は事務所長等表彰における配置技術者としての受賞実績について記載すること。ただし、監督員が現場に常駐し工事監理を行う場合は、その監督員の受賞実績により評価すること。（注１）
（別表－11－２）（別表－11－２’）
	

	③府民福祉の推進に寄与
	ア）
障がい者の雇用状況
に対する評価
（様式７）
	障がい者実雇用率が法定雇用率を超えている場合に評価する。

※１　障がい者の実雇用数の基準日は、入札公告日直前の６月１日（ただし、入札公告日が６月２日から７月14日までの場合は、前年の６月１日）とする。

※２　常用雇用労働者40.0人以上の民間事業主

公共職業安定所長に提出する「障がい者雇用状況報告書（様式第６号）」、「障がい者雇用状況報告書（様式第６号の２（２））」、「障がい者雇用状況報告書（様式第６号の３（２））」又は「障がい者雇用状況報告書（様式第６号の４（２）」のいずれかの写しを提出すること。

ただし、「実雇用率」欄の記載が「2.50%」の場合には、「計」欄÷「法定雇用障害者の算定の基礎となる労働者の数」欄×100の数を2.5％超が分かる小数点以下の桁数まで記載すること。

※３　常用雇用労働者40.0人未満の民間事業主

「障がい者雇用状況報告書（常用雇用労働者40.0人未満の事業主用）」（様式第２号）の写し（大阪府雇用促進室の受付印のあるもの）を提出すること。

「行政の福祉化」のホームページに「建設工事等に係る総合評価一般競争入札等における評価」にお知らせと様式があるため参照すること。

ＵＲＬ：
https://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/syogaisyakoyo/kensetsu01.html
	2点


（注１）優良表彰受賞実績とは、住宅建築局が発注する「建築工事監理業務」で受賞した『大阪府都市整備部優良建設工事等表彰制度』に基づく都市整備部長表彰又は事務所長等表彰（公共建築室長表彰、住宅経営室長表彰等）をいう。
大阪府都市整備部優良建設工事等表彰制度の詳細については、以下のリンクを参照すること。

（参考）都市整備部事業調整室技術管理課技術力強化グループＨＰ
https://www.pref.osaka.lg.jp/o130030/jigyokanri/giken/hyousyou.html
ただし、上記の表彰を受けた場合であっても、大阪府入札参加停止要綱に基づく、以下の①又は②に該当する入札参加停止（経営不振を除く。）の措置を受けた場合は、本項目による評価の対象としない。
① 当該表彰の受賞以降に入札参加停止の措置を受けた場合
② 当該表彰を受賞した業務が要因となり、入札参加停止の措置を受けた場合
（注２）上記期間に、産前・産後休業、育児休業及び介護休業（以下「長期休業」という。）を取得した場合は、休業期間に応じて実績として求める期間（以下「評価対象期間」という。）を1日単位で延長するための申請を行うことができ、申請内容に基づいて評価対象期間の延長を行う。
なお、産前・産後休業とは「労働基準法」第65条で規定する休業とし、育児休業及び介護休業とは、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」で規定する休業とし、介護休暇及び子の看護休暇は対象外とする。
（＊１）主任監督員等の配置と主任監督員等の技術力評価

主任監督員が現場常駐する場合　　　　　　　　　　　　主任監督員が非常駐の場合

　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋

　　　　　　　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋

　　　　　

主任監督員の技術力評価　　　　　　　　　　　　　　　主任監督員及び監督員の技術力評価


　　　　　

主任監督員・・・工事監理業務を行う者をいう。

監　督　員・・・「主任監督員」が工事現場に常駐して業務を行えない場合において、「主任監督員」の統括のもと、現場に常駐し、工事監理業務を行う者をいう。

補助監督員・・・工事現場において「主任監督員」「監督員」を補佐する者をいう。

６　実績申告書にかかる評価基準
（1） 評価点（合計52点）

・　実績申告の評価は、対象とする建築工事の工事監理業務を行った企業、主任監督員等について行う。提出された工事監理実績調書、監理体制調書、建築工事監理業務成績評定点調書、優良表彰受賞実績調書、主任監督員等の建築工事監理実績調書及び「障がい者（障害者）雇用状況報告書」により評価する。
（工事監理実績及び工事監理業務成績評定実績の考え方）

・　分離発注や年度ごとの区分により、同一工事の監理業務が複数になった場合は１件とする。この場合、監理業務成績評定実績は最終期の工事監理業務成績評定実績とする。（住宅工事などの期別工事の監理業務は、１期１件とする。）

①　企業の技術力［6点］

ア)　事務所の建築工事監理業務成績に対する評価［6点］

（別表－２）
	評価項目
	評価基準
	得点

	令和３年度以降の大阪府における建築工事監理業務成績評定点の平均値
	a. 80点以上
	6.0点

	
	b. 75点以上80点未満
	3.0点

	
	c. 70点以上75点未満
	0点

	
	d. 65点以上70点未満
	-3.0点

	
	e. 65点未満
	-6.0点

	
	f. 実績無し
	0点


令和３年４月１日から令和８年９月８日までに工事監理業務が完了した大阪府における建築工事監理業務をすべて対象とすること。
ただし、令和６年10月８日から令和８年10月８日までに通知を受けた建築工事監理業務成績評定点が65点未満の実績がある場合は、その建築工事監理業務の成績評定点を評価の対象とする。

また、「引渡し後に判明した瑕疵に対する文書注意及び評価への反映について」に基づく文書注意を受けた場合は、当該文書に記載している点数を減点したものを当該業務の成績評定点とみなす。
イ)　優良表彰受賞実績に対する評価［6点］

（別表－３）
	評価項目
	評価基準
	得点

	都市整備部長表彰又は事務所長等表彰における受注者としての受賞実績
	ａ. 都市整備部長表彰の受賞実績
	6.0点

	
	ｂ. 事務所長等表彰の受賞実績
	4.0点


・評価の対象は、令和６年度若しくは令和７年度の受注者としての受賞実績とする。
ただし、令和６年10月８日から令和８年10月８日までに通知を受けた建築工事監理業務成績評定点が65点未満の実績がある場合、若しくは、「引渡し後に判明した瑕疵に対する文書注意及び評価への反映について」に基づく文書注意を受けた場合は、本項目による申告の対象外とする。
②　主任監督員等の技術力［44点］
ア)　主任監督員等の一級建築士資格等取得後の年数に対する評価　［4点］　

主任監督員の保有する一級建築士資格の取得後の年数を別表－４による得点とする。ただし、監督員が現場に常駐し工事監理を行う場合は、監督員の保有資格について別表－５による得点と主任監督員の得点を加算し２で除した値を評価点とする。
なお、主任監督員予定者及び常駐監督員予定者を複数とする場合、すべての主任監督員予定者及び常駐監督員予定者を評価し、評価点合計が最も小さい主任監督員予定者及び常駐監督員予定者の組み合わせによる得点を評価の対象とする。

（別表－４）主任監督員一級建築士資格取得後の年数による得点
	一級建築士取得後の年数
	得点

	13年以上
	4.0点

	8年以上～13年未満
	3.2点

	5年以上～8年未満
	2.0点

	3年以上～5年未満
	1.2点

	3年未満
	0点


（別表－５）監督員保有資格と資格取得後の年数による得点
	　　　保有資格　　
資格取得

後の年数　　　　
	得点

	
	一級建築士
	その他建築資格
	な　し

	13年以上
	4.0点
	2.0点
	0点

	8年以上～13年未満
	3.2点
	1.6点
	

	5年以上～8年未満
	2.0点
	1.0点
	

	3年以上～5年未満
	1.2点
	0.6点
	

	3年未満
	0点
	0点
	


・保有資格については一級建築士、その他建築資格のいずれかについて評価する。

・その他建築資格については、二級建築士、一級又は二級建築施工管理技士、建築一式工事に係る監理技術者とする。
イ)　主任監督員等の建築工事監理業務成績に対する評価［20点］

主任監督員が担当した建築工事監理業務成績評定点とする。ただし、監督員が現場に常駐し工事監理を行う場合は、主任監督員の得点と監督員の得点を加算し２で除した値を評価点とする。

ただし、主任監督員予定者及び常駐監督員予定者を複数とする場合、すべての主任監督員予定
者及び常駐監督員予定者を評価し、評価点合計が最も小さい主任監督員予定者及び常駐監督員予定者の組み合わせによる得点を評価の対象とする。
（別表－６）
	評価項目
	評価基準
	得点

	主任監督員等が建築工事監理業務を担当した、令和３年度以降の大阪府における建築工事監理業務成績評定点の平均値
	a. 80点以上
	20.0点

	
	b. 75点以上80点未満
	10.0点

	
	c. 70点以上75点未満
	0点

	
	d. 65点以上70点未満
	-10.0点

	
	e. 65点未満
	-20.0点

	
	f. 実績無し
	0点


令和３年４月１日から令和８年９月８日までに工事監理業務が完了した大阪府における建築工事監理業務をすべて対象とすること。
ただし、令和６年10月８日から令和８年10月８日までに通知を受けた建築工事監理業務成績評定点が65点未満の実績がある場合は、その建築工事監理業務の成績評定点を評価の対象とする。

また、「引渡し後に判明した瑕疵に対する文書注意及び評価への反映について」に基づく文書注意を受けた場合は、当該文書に記載している点数を減点したものを当該業務の成績評定点とみなす。

ウ）現場に常駐する主任監督員等の建築工事監理業務実績等に対する評価［20点］

≪主任監督員等の建築工事監理業務実績に対する評価≫　（以下、業務実績評価という。）
（実績毎に最大10点）
主任監督員の過去の建築工事監理業務の実績を（別表－７）（別表－８）（別表－９）（別表－10）（別表－11）により評価する。ただし、監督員が現場に常駐し工事監理を行う場合は、監督員の建築工事監理業務実績とする。

なお、常駐主任監督員予定者及び常駐監督員予定者を複数予定する場合は評価点合計が最も小さい者の得点を評価の対象とする。
【評価点の計算方法】

実績毎に「配点（別表－11）×(別表－８)の乗率（A）×(別表－９)の乗率(B)×(別表－10)の乗率(C)」を算出し評価点とする。
≪主任監督員等の優良表彰受賞実績に対する評価≫　（以下、受賞実績評価という。）
（最大10点）
優良表彰受賞実績を（別表－11－２）（別表－11－２’）により評価する。
（別表－７）実績の種別
	実績の種別
	条　　　件

	同種業務
	1 共同住宅（ﾜﾝﾙｰﾑﾏﾝｼｮﾝは除く）で新築、改築、増築、耐震改修（補強部材を使用したもの※１）工事の監理業務で、工事監理期間が６ヶ月以上のものとする。

2 構造は非木造として、３階建以上※２とする。

	同種業務以外
	1 すべての建築物（倉庫、車庫、工場及び仮設物を除く）で新築、改築、増築、耐震改修（補強部材を使用したもの※１）工事の監理業務とする。

2 構造は非木造として、３階建以上※２とする。


※１　補強部材を使用したものとは、鉄筋コンクリートによる壁の増設や鋼材によるブレースの設置等で、既存建物に新たに部材を設置する工事のことであり、耐震スリットの設置や屋上の高架水槽の撤去等の既存建物の一部を撤去するのみの工事を除く。

※２　 階数は建築基準法における階数とする。

（別表－８）建築工事監理業務の種別実績

	実績の種別
（※１）
	実績に対する乗率（A）
	発注機関
（※２）

	同種業務の工事監理業務実績
	1.0
	公共

	
	0.8
	民間

	同種業務以外の工事監理業務実績
	0.6
	公共

	
	0.4
	民間


（※１）実績の種別は、（別表－７）の条件を全て満たすものとする。

（※２）公共とは国、地方公共団体（大阪府含む）、独立行政法人、地方独立行政法人、地方住宅供給公社、国立大学法人又は公立大学法人をいう。
（別表－９）建築工事監理業務の実績

	実績の種別
（※１）
	規模
	実績に対する乗率（B）
	備考

	同種業務の工事監理業務実績
	173.3㎡以上
又はエレベーター棟増築工事の場合は、設置基数が５基以上
	1.0
	・面積は、工事対象の建築面積とする。
・同一工事の面積の合算は可能とする。

・エレベーター棟増築工事の場合は、同一工事の設置基数の合算は可能とする。

	
	173.3㎡未満
又はエレベーター棟増築工事の場合は、設置基数が５基未満
	0.8
	

	同種業務以外の工事監理業務実績
	規模は問わない
	0.5
	


（※１）実績の種別は、（別表－７）の条件を全て満たすものとする。
（別表－10）監理形態

	監理形態（※）
	実績に対する乗率（C）
	備　考

	常　駐
	1.0
	常駐、重点の監理形態が不明の場合は契約金額が500千円/人月以上の場合常駐とみなす。

	重　点
	0.3
	


※ 建築工事監理実績の常駐監理、重点監理の形態別による。

ウ）－❶主任監督員等の建築工事監理業務実績（２件）による評価
業務実績評価により算出した実績毎の得点（２件）の和を評価点とする。
（別表－11）建築工事監理業務２件の実績評価方法

	評価項目
	得点

	平成28年４月１日以降の建築工事監理業務実績

	a. 実績１
10×(A)×(B)×(C)

	
	b. 実績2
10×(A)×(B)×(C)


〔実績の条件等〕
· 実績は平成28年４月１日から入札書の提出期間の初日までに建築工事監理業務が完了又は完了する主任監督員の評価対象とする建築工事監理業務とする。
· ただし、監督員が現場に常駐し工事監理を行う場合は、監督員の建築工事監理業務実績とする。

· なお、常駐主任監督員予定者及び常駐監督員予定者を複数予定する場合は評価点合計が最も小さい者の得点を評価の対象とする。
· 分離発注や年度ごとの区分により、同一工事の監理業務が複数になった場合は１件とする。住宅工事などの期別工事の監理業務は、１期１件とする。

· 実績が１件の場合は１件について評価を行い、最大得点は10点とする。
ウ）－❷主任監督員等の建築工事監理業務実績（１件）及び優良表彰受賞実績による評価
業務実績評価により算出した実績１件の得点及び、受賞実績評価による得点の和を評価点とする。
（別表－11－２）

	評価項目
	得点

	平成28年４月１日以降の建築工事監理業務実績（※１）
	a. 実績１
10×(A)×(B)×(C)

	都市整備部長表彰又は事務所長等表彰における配置技術者としての受賞実績
	（※２）
最大10.0点


〔実績の条件等〕

· 実績は平成28年４月１日から入札書の提出期間の初日までに建築工事監理業務が完了又は完了する主任監督員の評価対象とする監理業務とする。
（※１）上記ウ）－❶における実績毎の【評価点の計算方法】に従い、業務実績１件の得点を計算すること。

（※２）受賞実績評価は、当該配置予定管理技術者の受賞実績に応じて（別表－11－２’）により評価する。
（別表－11－２’）
	評価項目
	評価基準
	得点

	都市整備部長表彰又は事務所長等表彰における配置技術者としての受賞実績
	ａ. 都市整備部長表彰の受賞実績
	10.0点

	
	ｂ. 事務所長等表彰の受賞実績
	8.0点


※ 評価の対象は、主任監督員が令和６年度若しくは令和７年度の配置技術者としての受賞実績とする。ただし、監督員が現場に常駐し工事監理を行う場合は、その監督員の受賞実績により評価すること。
③　府民福祉の推進に寄与［2点］

ア）障がい者の雇用状況に対する評価　［2点］　

障がい者の実雇用率が法定雇用率を超えている場合に評価する。

現場非常駐主任監督員





設備担当監督員





設備担当監督員





監 督 員








現場常駐主任監督員





補助監督員





補助監督員





・主任監督員及び監督員の保有資格等取得後の年数による得点の平均点


・主任監督員及び監督員の建築工事監理業務成績による得点の平均点


・監督員の建築工事監理業務実績による得点





・主任監督員の一級建築士資格等取得後の年数による得点


・主任監督員の建築工事監理業務成績による得点


・主任監督員の建築工事監理業務実績による得点
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